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令和５年度公共事業 

再評価諮問箇所個別資料 

 

農地整備課 経営体育成基盤整備業等  ２件 

 

 １ 公共事業再評価諮問箇所一覧表、B/C の考え方 

                       Ｐ1～ 

 ２ 個別事業箇所資料             

・ 公共事業再評価諮問箇所「継続」理由書等    

  ・ 再評価対象事業箇所調書 

・ 個別箇所説明資料 

①  経営体育成基盤整備事業（鍋島本村地区）Ｐ３～ 

②  県営かんがい排水事業（多久導水路地区）Ｐ1１～ 



令和５年度公共事業再評価諮問箇所一覧表

農地整備課

令和５年度公共事業再評価諮問箇所一覧表

No. 事業名
事業箇所
（地区名）

事業年度
（上段：前回）
（下段：今回）

進捗率
（上段：前回）
（下段：今回）

対応方針

１
県営経営体育成基盤整備
事業

鍋島本村
－

Ｈ２６～Ｒ７

－
９３％

継続

２ 県営かんがい排水事業
多久導水
路地区

－
Ｈ２６～Ｒ１４

－
５３％

継続

３

４

５

６

７
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県営経営体育成基盤整備事業のＢ/Ｃの考え方
○総便益（Ｂ）：

ほ場整備（新設）による作物生産の増収額、営農経費の節減額、維持管理費の節減額、
国産農産物安定供給便益額等

【便益の詳細】
○作物生産便益

ほ場整備（新設）による計画的な水管理、乾田化等が図られ、反収増及び作付け増
による作物収益が増加する効果

○営農経費節減便益
ほ場整備（新設）による労働条件や農地の利用集積が向上し、効率的な営農が

可能となることで、営農経費が節減される効果
○維持管理費節減便益

ほ場整備で新たに造成された施設の維持管理に係る経費が増加するマイナス効果
○国産農産物安定供給便益

作物生産便益の中でも特に市場への国産農産物の安定供給に寄与する効果

○総費用（Ｃ）：
当該事業費＋関連事業費＋事業期間中及び供用開始後の４０年間に要する維持管理費

○費用便益比：総便益（Ｂ）／総費用（Ｃ）

県営かんがい排水事業のＢ/Ｃの考え方
○総便益（Ｂ）：

農業用水の安定供給により作物生産の増収額、営農経費の節減額、維持管理費の節減額、
国産農産物安定供給便益額等

【便益の詳細】
○作物生産便益

事業実施により、農地や水利条件が改良又は維持されることに伴って、その受益地域内で
発生するとみなされる作物生産の量的増減を捉える効果。

○営農経費節減便益
現況の営農技術体系や経営規模等が変化することに伴って、作物生産に要する費用（労働

費、機械経費、その他の生産資材費）の増減を捉える効果。
○維持管理費節減便益

事業を実施した場合と実施しなかった場合を比較し、施設の維持管理に要する経費の増減
を捉える効果。

○国産農産物安定供給便益
事業実施により、農地や水利条件の改良等がなされることに伴って、その受益地域内で維

持・向上するとみなされる国産農産物の安定供給に対して国民が感じる安心感の効果。

○総費用（Ｃ）：
当該事業費＋関連事業費＋事業期間中及び供用開始後の４０年間に要する維持管理費

○費用便益比：総便益（Ｂ）／総費用（Ｃ）
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  様式イ 

令和５年度公共事業再評価諮問箇所「継続・中止」理由書等 

 

 （課名： 農地整備課 ） 

事 業 名 

（路河川等名） 

県営経営体育成基盤整備事業 

（鍋島本村地区） 

継続・中止理由  農業者の減少や高齢化により、本地区の農業構造が変化する

中、将来の地域農業を担う農業者（担い手）が、米麦大豆の土

地利用型農業や施設園芸に効率的・効果的に取り組み、安定し

た農業経営の実現を目的としている。 

 費用便益比も B/C=1.0 以上（B/C=1.61）が確保されている事

業である。 

 事業の進捗率は、令和４年度末で９３％（事業費ベース）と

なっており、ハード整備は令和 7 年度完了見込みである。 

担い手農家が営農を開始しており、農地の集約も進んでい

る。また、トレーニングファームによる新規就農者の育成・確

保とした、新たな地域農業の動きが始まっている。 

以上のことから完成に向けて事業を継続することとしたい。 

Ｂ／Ｃの 

算出方法 

 

【便 益】（Ｂ）               2,907 百万円  

 （内 訳）  

  ○作物生産効果               472 百万円 

  ○営農経費節減効果         2,379 百万円 

  ○維持管理費節減効果          △50 百万円 

○国産農産物の安定供給効果      106 百万円 

  

【費 用】（Ｃ）               1,798 百万円  

   

費用便益比（Ｂ/Ｃ）  

2,907／    1,798 ＝    1.61  

 

備  考  

-3-



 様式１  

令和５年度再評価対象事業箇所 （事業採択後、一定期間（5～10年）が経過した時点で継続中の事業又は未着工の事業） 

 

番号 
事 業 名 

(路･河川名等) 
事 業 目 的 事 業 概 要 事業の進捗状況 

事業を巡る社会経済 

情 勢 等 の 変 化 
費用対効果 

ｺｽﾄ縮減や代替案 

等 の 可 能 性 
再評価理由 

対応方針 

(事業課案) 
備考 

 
 

 

県営経営体育成
基盤整備事業 

 
鍋島本村地区 
 

事業主体：県 
 
事業地：佐賀市 

 

本地区は佐賀市のほぼ
中央に位置し、米・麦・

大豆を主体に白菜、ほう
れん草等を栽培する土地
利用型農業が展開されて

いる。 
しかし、生産基盤とな

る農地が狭小・不整形で

あることに加え、排水機
能が低下し湿田化が進ん
でいることや、農道や農

業用水路の整備が不十分
であることから、農地の
生産条件が悪く、農作物

の収量も低い状況にあ
る。 

また上記事由により、

担い手の育成・確保や農
地の利用集積が遅れてい
る状況にある。 

 このため、未整備とな
っている農地の整備と、
農道や水路等の農業用施

設の整備を一体的に行う
ことで、効率的で安定し
た農業経営を実現させ、

優良農地としての保全に
よる持続的な地域農業の
発展を図る。 

 
 
 

 

○本事業 
事業費 ：13.3億円 

工期   ：H26～R7(12年) 
受益面積：40.8ha 
事業量     

・整地工 
          A=40.6ha 
・道路工 

      L=8,842ｍ 
・用水路工 
      L=3,091ｍ 

・用排水路工 
      L=8,784ｍ 
・暗渠排水工 

          A=40.1ha 
 
 

 

令和4年度末進捗率：93％ 
（事業費ベース）  

  
（年平均進捗率：10％）  
 

 
 
 

 
 
 

・受益面積は、事業採択時
（平成26年）の41.9haから

地区の除外により現在は
40.8haへ減少している。 
農地転用による減少はな

い。 
 

B/C＝1.61 
  

B/Cは1.0を上回
っている。 
 

 
 
 

 

（コスト縮減） 
  

・不足する基盤盛
土については、他
事業工事発生土を

利用することでコ
ストの縮減を図っ
た。 

 
（代替案の検討）  
・特になし 

 

事業採択後、 
10年間経過 

 
 
 

 

継続  
  

（理由） 
 
・ほ場整備によ

り、米麦大豆の土
地利用型農業や
施設園芸に効率

的・効果的に取り
組み、安定した農
業経営を図る 

 
・費用対効果は
B/C=1.0以上

(B/C=1.61)が確
保されている 
 

・事業の進捗率は
93％でハード整
備は令和7年度に

完了見込みであ
る 
 

・担い手農家が営
農を開始してお
り、農地の集約も

進んでいる。 
 また、トレーニ
ングファームに

よる新規就農者
の育成・確保とし
た、新たな地域農

業の動きが始ま
っている。 
 

以上のことから、
事業の継続が必
要である。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

-4-



令和５年度 公共事業評価監視委員会
再評価地区

県営経営体育成基盤整備事業

鍋島本村地区

事業採択後、１０年間経過

なべしま ほんそん

鍋島本村地区 位置図

県営経営体育成基盤整備事業
鍋島本村地区

県営経営体育成基盤整備事業
鍋島本村地区

佐賀大学
医学部

佐賀総合庁舎

国道34号線

嘉瀬川

ＳＡＧＡサンライズパーク

施行場所：佐賀市鍋島町鍋島、森田、蛎久
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県営経営体育成基盤整備事業とは
農地の形状や排水等が悪く、生産条件が整っていない農地

は、農作業の効率や農作物の収量が低くなり、これからの地
域農業を担う農家（担い手）が農地を借り受けしないおそれ
がある。

また、収益性の高い作物の導入や作付拡大には、農地の耕
作条件整備は有効な手段となってくる。

このため、地域の話し合いにより描かれた、担い手が主体
となった稼げる農業の実現に向けた農業生産基盤の条件整備
を行う。

整備前 整備後

担い手A

担い手B

担い手C

一般農家D

農道

水路

ほ場整備（農地の区画整理）イメージ

鍋島本村地区の概要・進捗状況
◆ 事業内容： ほ場整備（農地の区画整理）

◆ 受益面積： 40.8ha （受益者107名）

◆ 事 業 費： 1,334百万円

◆ 工 期： 平成26年度～令和7年度（12ヶ年）

◆ 進 捗 率： 93％（事業費ベース）

◆ 関係市町： 佐賀市

令和4年度まで 令和5年度 令和6年度以降

事業費（百万円） 1,240 - 94

進捗率（％） 92.9% - 7.1%
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農道工用排水路工

整備状況写真

整備前

整備後

整備前

整備後

暗渠排水工

整備前

施工状況

社会経済情勢等の変化①

・受益面積は、地区除外により減少

【事業採択時】41.9ha ➡ 【現在】40.8ha
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佐賀の水田農業とほ場整備の推移
37,226人

33,650人

28,159人

19,789人

17,020人
14,330人

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

S40 S45 S50 S55 S60 H元 H10 H20 H30 R3

水
稲
営
農
時
間
(h
/1
0a
)

水稲営農時間(h/10a) 基幹的農業従事者(人) 圃場整備率(%) 農地流動化率(％)

整備率85.2%

社会経済情勢等の変化②

※ 佐賀県の水稲収穫量（農水省ホームページ統計年報から）
※ ほ場整備面積は各年度実績

担い手数

鍋島本村地区の営農状況①

4 4 4

3 5 4

1

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

事業着手時 H26 Ｒ４時点 事業完了時 R7

認定農家 集落組織 農業法人 個別経営農家

39

17

15%

13%
0%

72%

農地集積率 7%

71%

3%
19% 15%

73%

0%
12%

完了時 88％Ｒ4時点81％着手時 28％

【鍋島本村地区】

93
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米、麦、大豆
アスパラガス等

耕地利用率

着手時９１％ R4時点 １２６％

鍋島本村地区の営農状況②
地区の営農状況

○総便益（Ｂ）：事業を行うことによって発現する効果額

（内訳）
○作物生産効果
○営農経費節減効果
○維持管理費節減効果
○国産農産物安定供給効果

○総費用（Ｃ）：当該事業及び関連事業の建設事業費＋
事業期間及び４０年間に要する維持管理費

総便益（Ｂ） ２，９０７百万円
総費用（Ｃ） １，７９８百万円

＝１.６１

費用便益比

（B/C=1.0以上）

アスパラハウス

費用対効果

地区内に
トレーニングファーム設置
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コスト縮減や代替案等の可能性

（コスト縮減）
・不足する基盤盛土については、他事業工事発

生土を利用することことによりコストの縮減
を図った。

（代替案の検討）
・特になし

●農業者の減少や高齢化により、本地区の農業構造が変化する中、
将来の地域農業を担う農業者（担い手）が、米麦大豆の土地利用型
農業や施設園芸に効率的・効果的に取り組み、安定した農業経営の
実現を目的としている。

●費用対効果は、B/C=1.0以上（B/C=1.61）である。

●事業進捗率は約93%（事業費ベース）であり、R7年度に事業完了
する見込みである。

●担い手農家が営農を開始しており、農地の集約も進んでいる。
また、トレーニングファームによる新規就農者の育成・確保とし

た、新たな地域農業の動きが始まっている。

●以上のことから完成に向けて事業を継続することとしたい。

対応方針
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  様式イ 

令和５年度公共事業再評価諮問箇所「継続・中止」理由書等 

 

 （課名：農地整備課） 

事 業 名 

（路河川等名） 

県営かんがい排水事業 

 多久導水路地区 

継続・中止理由 本地区は佐賀平野の北西部に位置し、米・麦・大豆を中心と

した土地利用型農業やいちご、きゅうり等の施設園芸が展開さ

れている。 

しかし、農業用水は中小河川と小規模のため池に依存してい

ることから、小規模の干ばつ時でも農業用水が不足し営農に支

障を来している。また、地区内の用排水路は未整備（土水路）

の地域が有り、浚渫等の維持管理に多大な労力を有している。 

このため、農業用水の安定供給と営農労力の節減を目的とし

て、用排水施設の整備を平成 26 年度より実施している。 

事業の進捗は、令和４年度末で 53％となっており、農業用

水不足の解消および地域農業が持続的に発展する事業の効果

を発揮するためには、事業の継続が必要である。 

 

 

Ｂ／Ｃの 

算出方法 

【便 益】（Ｂ）           １７，２６０百万円  

 （内 訳）  

  ○作物生産効果          ３，３１６百万円 

  ○営農経費節減効果     １３，７５５百万円 

  ○維持管理費節減効果      △６６２百万円 

  ○国産農産物安定供給効果   ８５１百万円 

  

【費 用】（Ｃ）           １５，９５３百万円  

   

費用便益比（Ｂ/Ｃ）  

１７，２６０／１５，９５３ ＝  １．０８  

 

 

備  考  
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様式１  

令和５年度再評価対象事業箇所 （事業採択後、一定期間（5～10年）が経過した時点で継続中の事業又は未着工の事業） 

 

番号 
事 業 名 

(路･河川名等) 
事 業 目 的 事 業 概 要 事業の進捗状況 

事業を巡る社会経済 

情 勢 等 の 変 化 
費用対効果 

ｺｽﾄ縮減や代替案 

等 の 可 能 性 
再評価理由 

対応方針 

(事業課案) 
備考 

 
 

 

県営かんがい排
水事業 

 
多久導水路地区 
 

 
事業主体：県 
 

 
事業地：小城市 
    多久市 

 
 
 

 
 
 

 
 

本地区は佐賀平野の北
西部に位置し、米・麦・

大豆を中心とした土地利
用型農業やいちご、アス
パラガス等の施設園芸が

展開されている。 
農業用水は中小河川と

小規模のため池に依存し

ていることから、小規模
の干ばつ時でも農業用水
が不足し営農に支障を来

している。また地区内の
用排水路は未整備（土水
路）の地域が有り、浚渫

等の維持管理に多大な労
力を有している。 

このため、用排水施設

の整備により農業用水の
安定供給等を行い、担い
手農家への農地集積を進

め、農業経営の安定を目
的とする。 
 

 
 
 

 
 
 

 

○本事業 
事業費 ：28.7億円 

工期   ：H26～R14(19年) 
受益面積：277ha 
事業量     

・用水路工(ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ) 
          L=14.8㎞ 
・用水路工(ﾗｲﾆﾝｸﾞ) 

      L= 9.0㎞ 
・用排水路工(ﾗｲﾆﾝｸﾞ) 
      L= 2.8㎞ 

・附帯工(ｹﾞｰﾄ7箇所、ﾌｧｰ
ﾑﾎﾟﾝﾄﾞ2箇所、張ﾌﾞﾛｯｸ一
式) 

 
 
 

 
 
 

 

令和４年度末進捗率：53％ 
（事業費ベース）  

  
（年平均進捗率：6％） 
 

 
 
 

 
 

受益面積は、事業採択時
（平成26年）の286haから

農地転用により現在は
277haへ減少している。 
 

 
 
 

 
 
 

B/C＝1.08  
  

B/Cは1.0を上回
っている。 
 

 
 
 

 
 

（コスト縮減） 
  

・パイプライン工
事における現場発
生材やクラッシャ

ーラン等の再生材
を活用。 
・河川を横断する

パイプライン計画
においては、推進
工法と水管橋を比

較し安価な工法を
選定。 
 

（代替案の検討）  
・特になし 
 

 
 
 

 
 

事業採択後、 
10年間経過 

 
 
 

 
 
 

 

継続  
  

（理由） 
当該地域の農業
用水は河川及び

ため池に依存し
ていることから、
軽度の干ばつ時

でも農業用水が
不足し、営農に支
障をきたしてい

る状況である。 
 
・農業用水の安定

供給のため、国営
筑後川下流土地
改良事業により

嘉瀬川ダムから
の農業用水を送
水するための幹

線水路が整備さ
れている。 
 

・本事業では、国
営事業で整備さ
れた幹線水路の

末端施設を整備
し、受益地へ供給
する事業である。 

 
・農業用水の安定
供給により、米や

園芸作物の作付
を行い、農業経営
の安定を図る。 

 
・農家が減少する
中、農業用水の安

定供給による農
業経営の安定や
水路整備（ライニ

ング）による維持
管理負担軽減に
より、担い手への

農地集積を図る。 
 
以上のことから、

事業の継続が必
要である。 
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令和５年度公共事業評価監視委員会
再評価地区

県営かんがい排水事業

多久導水路地区

事業採択後、１０年間経過

たくどうすいろ

県営かんがい排水事業
多久導水路地区

県営かんがい排水事業
多久導水路地区

多久導水路地区 位置図
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県営かんがい排水事業
多久導水路地区の目的

本地区では、土地利用型農業（米、麦、大豆）や施設園
芸（いちご、アスパラガス等）が展開されている。

農業用水は中小河川やため池等に依存していることから、
軽度の干ばつ時でも農業用水が不足し、営農に支障をきた
している。

このため、用排水施設の整備により農業用水の安定供給
を行い、担い手農家への農地集積を進め、農業経営の安定
を目的とする。

久市役所
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分
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右原２号

右原３号

羽佐間

羽佐間右岸

分

分

古賀宿
古賀一区

分

放

分

分

分
分

分

【総事業費】 2,866百万円

【 工 期 】 平成26年度～令和14年度

【受益面積】 277ha

【事業内容】 用水路工（ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ） L=14.8km 

用水路工（ﾗｲﾆﾝｸﾞ） L= 9.0km              

用排水路工(ﾗｲﾆﾝｸﾞ)  L= 2.8km

附帯工（ｹﾞｰﾄ7箇所、ﾌｧｰﾑﾎﾟﾝﾄ

2箇所、張ブロック一式）

【進捗率（R4末） 】 53％(事業費ベース) 

多久導水路地区の概要

長崎自動車道

ＪＲ唐津線

晴気川

牛津川

至：小城

至：牛津

至：武雄

国 営 西 部 導 水 路
国 営 多 久 導 水 路
用 水 路 工 （ L=23.8km ）
用 排 水 路 工 （ L=2.3km ）
受 益 地 （ A=277ha ）

凡  例
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本地区では不足する農業用水を嘉瀬川ダム用水を利用しており、国営筑後川
下流土地改良事業で整備された施設を介して配水される計画である。

関連国営土地改良事業の概要

嘉 瀬 川 ダ ム

川 上 頭 首 工

多久揚水機場

分水工

多久市役所

晴

気

川

主要地方道 多久・若木線

牛尾用水樋管

P
P

P

P

P P

P

P

分

放

分

石 原

中小路

分

分

分
分

分

分

分

多久揚水機場

下久須

西川２号
山 崎

牛 尾

右原１号

右原２号

右原３号

羽佐間

羽佐間右岸

分

分

古賀宿
古賀一区

分

放

分

分

分

分

分
分

分

多久導水路地区の実施状況
長崎自動車道

ＪＲ唐津線

晴気川

牛津川

完成区間
（パイプラインによる農業用水の安定供給）

工 種 全体事業量 令和４年度まで 令和５年度 令和６年度以降

用水路工 23,844m 11,674m 1,044m 11,126m

用排水路工 2,812m 110m 2,702m
附帯工 10箇所 2箇所 8箇所

至：小城

至：牛津

至：武雄

令 和 ４ 年 度 まで
令 和 ５ 年 度
令 和 ６ 年 度 以降
受 益 地

凡  例
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多久導水路地区の実施状況

用水路の整備

安定した用水の確保

水管橋の整備

パイプラインの整備

社会経済情勢等の変化

・受益面積は、農地転用により減少
（県道拡幅や牛津川遊水地工事）

【事業採択時】286ha ➡ 【現在】277ha
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費用対効果

総便益（Ｂ）１７，２６０百万円
総費用（Ｃ）１５，９５３百万円

＝１.０８

費用便益比

○総便益（Ｂ）：事業を行うことによって発現する効果額
（内訳）

○作物生産効果
○営農経費節減効果
○維持管理費節減効果
○国産農産物安定供給効果

○総費用（Ｃ）：当該事業及び関連事業の建設事業費＋
事業期間及び ４０年間に要する維持管理費

（B/C=1.0以上）

コスト縮減や代替案等の可能性

（コスト縮減）
・パイプライン工事における現場発生材やクラッ

シャーラン等の再生材を活用。

・河川を横断するパイプライン計画においては、
推進工法と水管橋を比較し安価な工法を選定。

（代替案の検討）
特になし
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対応方針

・当該地域の農業用水は河川及びため池に依存している
ことから、軽度の干ばつ時でも農業用水が不足し、営
農に支障をきたしている。

・農業用水の安定供給のため、国営筑後川下流土地改良
事業により嘉瀬川ダムからの農業用水を送水するため
の幹線水路が整備されている。

・本事業では、国営事業で整備された幹線水路の末端施
設を整備し、受益地へ供給する事業である。

継続が必要

・農業用水の安定供給により、米や園芸作物の作付を行
い、農業経営の安定を図るもの

・農家が減少する中、農業用水の安定供給による農業経
営の安定や水路整備（ライニング）による維持管理負
担軽減により、担い手への農地集積を図るもの
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